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国際技術移転とイギリス電機産業の展開
西　村　成　弘
Ⅰ．はじめに
　1929年のニューヨーク株式市場暴落を契機とした世界恐慌は，各国経済の劇的な縮小のみな
らず，19世紀末から進展した第１次グローバル経済（Jones, 1996; 2005）の崩壊をも導いた。
各国政府が大恐慌に対処するなかで国境における障害が増し，国際的なヒト・モノ・カネの移
動が縮小したが，他方で主要産業における技術発展と国境を越えた技術移転はむしろ加速した。
本稿の課題は，1930年代の世界恐慌下におけるアメリカ電機産業からイギリス電機産業への国
際技術移転と，それら技術移転を促進した枠組としての国際特許管理を，グローバル経営史の
観点から明らかにすることである。
　1894年に米ゼネラル・エレクトリック社（General Electric Co., 以下GE）はブリティッシュ・
トムソン＝ヒューストン社（British Thomson-Houston Co. Ltd., 以下BTH）を設立し，ウェ
スチングハウス・エレクトリック・アンド・マニュファクチャリング社（Westinghouse 
Electric & Manufacturing Co.，以下，ウェスチングハウス）も1889年にイギリスにウェスチ
ングハウス・エレクトリック社（Westinghouse Electric Co. Ltd.）を，1899年には製造会社で
あるブリティッシュ・ウェスチングハウス・エレクトリック・アンド・マニュファクチャリン
グ社（British Westinghouse Electric & Manufacturing Co. Ltd.，以下，英ウェスチングハウス）
を設立し，イギリスにおける電機事業を進めた。GEもウェスチングハウスも，イギリスに進
出した直後から，現地において特許部門を組織した。まずBTHの特許部門は1898年に設立され，
GEから通知された特許と技術に基づきイギリス特許を出願し，特許管理を行った（西村，
2016）。他方でウェスチングハウスは，1900年にウェスチングハウス・パテント・ビューロ
（Westinghouse Patent Bureau）をロンドンに設立し，イギリスと大陸ヨーロッパ諸国の特許
と技術を管理し，それを特許権と技術情報の手形交換所とした（西村，2011）。
　GEとウェスチングハウスは異なった戦略と組織によって現地での電機事業を行っていたが，
両社の事業は両大戦間期に結合され，再編された。GEとウェスチングハウスのイギリス事業
の再編の概略を示したものが図１である。まず1917年にメトロポリタン・キャリッジ・ワゴン・
アンド・ファイナンス社（Metropolitan Carriage, Wagon & Finance Company Ltd.，以下，
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メトロポリタン社）が英ウェスチングハウスの資産を買収した。その後メトロポリタン社はヴ
ィッカーズ社（Vickers Limited）に買収され，1919年にメトロポリタン=ヴィッカーズ・エレ
クトリカル社（Metropolitan-Vickers Electrical Company Ltd.，以下M-V）となった。GEは
BTHを通してイギリス事業を行っていたが，1929年にM-Vの電機事業を買収し，それをBTH
と合同させてアソシエーテッド・エレクトリカル・インダストリーズ（Associated Electrical 
Industries, 以下AEI）を組織した（Wilkins 1974; Jones and Marriott, 1972）。
　このようなイギリス電機産業の再編過程を考えるとき，いくつかの論点が浮かび上がる。
GEとウェスチングハウスの国際特許管理とアメリカからイギリスへの（逆にイギリスからア
メリカへの）国際技術移転はどのように再編されたのか。両大戦間期においては，GEとウェ
スチングハウスのイギリスにおける関連会社は研究開発活動も拡大させたが，これら関連会社
と特許管理の再編はイギリス電機産業の成長にどのような影響を与えたか。
　本稿は，オックスフォード大学ボドリアン図書館所蔵のマルコーニ文書を分析することによ
ってこれらの課題を明らかにする。また，本稿で使用する特許データは，欧州特許庁のデータ
ベースEspacenet｠１）およびイギリス特許局発行の公報から取得した。
１）Espacenet. http://worldwide.espacenet.com/
British Thomson-Houston (GE)1894
1889 Westinghouse Electric
1899
British Westinghouse Elec. & Mfg.
1917 British Westinghouse Elec. & Mfg.
1919 Metropolitan-Vickers Electrical
1929 Associated Electrical Industries AEI
図１　イギリス電機産業の再編過程（AEI）
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Ⅱ．BTH（ブリティッシュ・トムソン＝ヒューストン社）
１．外国技術の導入
　GEの外国子会社の一つとして，BTHはGEと世界各国にあるGEの関連会社の従業員が発明
した特許と技術を導入して事業を進めた。GEとBTHとの間の基本的な国際技術移転の枠組み
は，1897年に両社が締結した契約によって制度化されており，その枠組みは両大戦間期におい
ても維持された。
　1897年３月３日付のGEとBTHとの協定には，特許を交換し，相互のテリトリーでそれらを
管理する内容が含まれていた。まず，GEはBTHに「イギリスおよびヨーロッパにあるイギリ
ス領で取得したすべての特許権および特許に関する諸権利を譲渡する。それには［GEが］支
配している会社の特許権，また新規に取得する特許権も含まれる。新規に特許を出願する時の
費用はBTHが支払う」。次いで，GEは「雇用関係にあるすべてのエンジニアにすべての特許
権を譲渡するように要求し…そのような発明はBTHに通知する」。そして，GEは「購入した
発明や特許権をBTHに申し出る」ことが規定された。このようなGEの義務に対応して，BTH
の義務も次のように規定された。すなわち，BTHは「アメリカ合衆国およびカナダ自治領に
おけるすべての特許権および特許に関する諸権利を譲渡する。それには［BTHが］支配して
いる会社の特許権，また新規に取得する特許権も含まれる」。次いで，BTHは「雇用関係にあ
るすべてのエンジニアにすべての特許権を譲渡するように要求し…そのような発明はGEに通
知する」。最後に，BTHは「購入した発明や特許権をGEに申し出る」ことが規定された｠２）。
　このような協定に従い，GEとBTHとの間でどのくらいの規模の特許取引（技術導入）がな
され，イギリス（BTH）における研究開発がどの程度進展したのであろうか。図２はBTH関
連の名義で出願されたイギリス特許を発明がなされた場所で国外と国内に分け，それぞれの伸
びを示したものである｠３）。1916年から1939年までの期間に，BTHは8,298件の特許を出願・登
録し，そのうち6,532件は諸外国において発明されBTHに通知されたもの（通知特許）で，
1,766件はイギリス国内で発明されたものであった。両大戦間期を通してみると，外国におけ
る発明に基づくイギリス特許出願の件数は，1920年代後半から継続的に増加していることがわ
かる。増減はあるものの，1930年代も増加傾向にかわりはなく，1937年には最も多い467件の
２）General Electric Company, “Report upon foreign business.” Exhibit A, Section 1-b, 22 November 1918, 
p. 28. Owen D. Young Papers, St. Lawrence University.
３）特許データは主としてEspacenetから入手し，イギリス特許局発行のIndex to names of applicants各年版
のデータで検証した。出願と通知特許に関するデータはIndexを用いて修正し，国際特許分類（IPC）のデ
ータはEspacenetより取得したものを用いた。本稿で分析対象とするデータは1916年から1939年までの特許
である。
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特許が出願された。この期間，BTHは諸外国からかなりの規模の技術導入を行っていたこと
がわかるだろう。
　BTHは複数国の主要な電機企業から技術を導入し，それに基づいてイギリス特許を出願し
ていた。表１は，BTHのイギリス特許を発明が行われた場所（発明者の住所）で分類し，そ
の傾向を見たものである。通知特許の多くがアメリカからもたらされていることがわかるであ
ろう。両大戦間期におけるアメリカから通知された特許は，外国から通知された特許6,532件
のうち5,432件，83.6％に上った。1930年代になると，BTHはドイツから通知された特許を879
件出願するようになるが，これらの発明はAEG（Allgemeine Elektricitäts-Gesellschaft）から
もたらされたものである。BTHの事例で特徴的なことの一つは，ドイツからの技術導入が重
要な位置を占めていることである。ドイツに加え，BTHはフランス，ベルギー，イタリア，
カナダ，ハンガリー，日本，およびその他の諸国にあるGEの関連会社から特許の対象となる
技術を導入し，イギリス国内でそれらを特許出願している。
　特許の技術分類に注目すると，その企業による技術導入の特徴を推測することができる｠４）。
1916年から1939年までの期間にBTHが出願・登録したイギリス特許の国際技術分類（IPC）の
分布をみると，最も多かった分類はクラスH01「基本的電気素子」であり，6,532件のうち
図２　BTHの特許出願・登録
出所：EspacenetおよびBritish Patent Oﬃce, Index to Names of Applicants各年版より作成。
４）本稿では国際特許分類（IPC）をその特許の技術内容を示す指標として用いている。たいていの特許に
は複数のIPCが付されているが，その場合には筆頭の分類のみを用いる。
0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
500
（件）
19
16
19
17
19
18
19
19
19
20
19
21
19
22
19
23
19
24
19
25
19
26
19
27
19
28
19
29
19
30
19
31
19
32
19
33
19
34
19
35
19
36
19
37
19
38
19
39
29国際技術移転とイギリス電機産業の展開（西村）
1,936件（29.6％）であった。次いで多かったのはクラスH02「電力の発電，変換，配電」であり，
その規模は1,114件（17.1％）であった。さらに表２はIPCサブクラスの水準でBTH特許を分類し，
多い順に上位10件のサブクラスを示したものである。最も多い分類はサブクラスH01J「電子
管または放電ランプ」で，658件，出願全体の10.1％を占めた。次いでサブクラスH01H「電気
的スイッチ；継電器；セレクタ；非常保護装置」の537件（8.2％），H02P「電動機，発電機，
回転変換機の制御または調整；変圧器，リアクトルまたはチョークコイルの制御」の309件（4.7
％）と続く。この表から，BTHは両大戦間期に急速に発展・普及したラジオ真空管技術，そ
して発電機，モーター，スイッチギアといった電気機械に関連する技術を中心に技術導入を行
っていたことがわかるだろう。
　BTHは協定により外国で発明された技術を通知され，それをイギリスにおいて自社名義で
特許出願し管理したのであるが，そのようなBTH名義の特許に加えて，他社の名義であるが
BTHの特許部門が出願処理をした特許が存在する。それは，GEの子会社であるインターナシ
ョナル・ゼネラル・エレクトリック社（International General Electric Co.，以下IGEC）の名
義によるもので，1924年から1935年までの間に1,118件が出願され，後に登録された。これら
 表１　BTH特許の発明国分布 （件）
イギリス アメリカ フランス ベルギー ドイツ イタリア カナダ ハンガリー 日本 その他
1916 11 80
1917 14 80
1918 36 100
1919 26 155 1
1920 44 187
1921 31 175 2 1
1922 80 163 3
1923 54 156 3
1924 85 190 13 1 1
1925 84 226 9 1 1
1926 89 255 4 1 2
1927 107 259 7 1 1
1928 86 286 9 1
1929 74 300 8 2
1930 69 376 14
1931 81 328 13 7 1 1
1932 75 308 9 2 16
1933 78 284 16 1 84
1934 121 199 9 120
1935 101 258 11 117 3 1
1936 103 221 10 1 132 3
1937 99 280 5 180 1 1
1938 99 281 6 1 125 3 1
1939 119 311 5 95 7 1
合計 1,766 5,458 157 9 879 5 11 2 7 4
出所：EspacenetおよびBritish Patent Oﬃce, Index to Names of Applicants各年版より作成。
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IGEC名義による特許のほとんどは，AEGとオーストリアのAEG-UEG（A.E.G.-Union 
Electrizitäts-Gesellschaft）から通知された発明に基づくものであった。1934年ごろになると，
AEGとAEG-UEGから通知される特許についてもBTHの名義で出願・登録されるようになっ
た。このような変化の背景には協定の変更があったと考えられるが，IGEC名義であったとし
ても，BTHの特許部門が出願処理と管理を行っていることには変わりなかった。これらIGEC
名義で出願・登録された通知特許を議論に加えるならば，諸外国の関連企業からBTHへの特
許と技術の移転は，先の図２や表１で示した規模よりも大きくなる。
２．研究開発
　次に，BTHにおける研究開発活動の展開についてみよう。BTHの社史に掲載されている写
真からは，コヴェントリー工場で研究に従事するエンジニアによって構成された，研究に特化
した組織が1919年にすでに組織されていることがうかがえる（Price-Hughes, 1946, 43）。第１
次世界大戦以前には研究開発活動は一部の領域に限られていたが，社内にはすでに開発関連の
仕事を行う実験室が設置されていた。それらはコヴェントリー工場の点火装置開発実験室
（Ignition Development Laboratory），ラグビー工場の電機実験室（Experimental Electrical 
Laboratory），絶縁実験室（Experimental Insulations Laboratory）であった。1924年になると，
同社はBTH研究所（BTH Research Laboratory）を正式に組織し，新しい研究棟を建設した。
 表２　BTH特許の技術分類（外国発明） （件，％）
国際特許分類（サブクラス）
1916
〜
1920
1921
〜
1925
1926
〜
1930
1931
〜
1935
1936
〜
1939
合計
(%)
H01J 電子管または放電ランプ 42 99 154 177 186 658 10.1
H01H 電気的スイッチ；継電器；セレクタ；非常保護装置 30 95 107 126 179 537 8.2
H02P 電動機，発電機，回転変換機の制御または調整；変圧器，リアクトルまたはチョークコイルの制御 35 43 71 83 77 309 4.7
H02K 発電機，電動機 31 59 66 68 51 275 4.2
B23K ハンダ付またはハンダ離脱；溶接；ハンダ付または溶接によるクラッドまたは被せ金；局部加熱による切断 17 27 44 89 84 261 4.0
H01F 磁石；インダクタンス；変成器；それらの磁気特性による材料の選択 26 30 51 51 71 229 3.5
H02M 
交流－交流，交流－直流または直流－直流変換装置，および主要な，
または類似の電力供給システムと共に使用するための装置：直流また
は交流入力－サージ出力変換；そのための制御または調整
3 16 26 124 42 211 3.2
H02H 非常保護回路装置 14 42 58 40 25 179 2.7
F01D 非容積形機械または機関，例．蒸気タービン 38 34 38 25 39 174 2.7
H01B ケーブル；導体；絶縁体；導電性，絶縁性または誘導性特性に対する材料の選択 10 20 24 54 66 174 2.7
その他 342 461 843 905 811 3,362 51.5
不明 15 19 44 46 39 163 2.5
出所：EspacenetおよびBritish Patent Oﬃce, Index to Names of Applicants各年版より作成。
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当初，BTH研究所は電気セクションと絶縁セクションの18名で構成され，R. C. クリンカ （ーR. 
C. Clinker）が責任者を務めていた（Price-Hughes, 1946, 129）。研究所のエンジニアの数は
1930年には73名に，1934年には105名にまで増員された。また研究所組織も高周波（High 
Frequency），電機および開発（Electrical and Development），真空物理（Vacuum Physics），
化学および冶金（Chemical and Metallurgical）を加えて６つのセクションで構成されるよう
になり，1938年には研究所の施設も拡充された（Price-Hughes, 1946, 129-131）。BTH研究所
の拡充のほかに，両大戦間期には，BTH研究所の監督のもとに，電球工場内に電球開発実験
室（Lamp Development Laboratory）が設置されるなど，分野ごとの研究開発も進められた
（Price-Hughes, 1946, 135）。
　前出図２は，イギリス国内でなされた発明に基づく特許出願の傾向をも示している。両大戦
間期にBTHが研究開発活動を拡大させるに従い，国内発明に基づく特許出願・登録も拡大した。
諸外国からの通知特許（技術導入）の件数は国内発明に基づくものを常に上回っていたが，
1920年代には年平均で20件，1930年代には年平均で100件の国内発明に基づく特許を出願・登
録するようになった。
　1916年から1939年までに出願・登録された国内発明に基づく特許のIPC分類に着目すると，
もっとも多かったのはクラスH02「電力の発電，変換，配電」で，1,766件のうちの506件，
28.7％に上った。次いで多かったのはクラスH01「基本的電気素子」で426件（24.1％）であった。
海外からの通知特許とは異なり，国内発明特許の主要な分類はクラスH02であり，クラスH01
ではなかった。さらに分析するために，表３では国内発明に基づく特許を，IPCサブクラスで
分類している。もっとも多い分類はサブクラスH02K「発電機，電動機」（191件）で，国内発
明全体の10.8％を占めた。次いで多い分類はサブクラスH02P「電動機，発電機，回転変換機
の制御または調整；変圧器，リアクトルまたはチョークコイルの制御」（159件）で，同じく国
内発明の9.0％を占めた。３番目に多かったのはサブクラスH01J「電子管または放電ランプ」（145
件）で，国内発明に占める割合は8.2％であった。上述のように，BTHは電気機械設備関係の
技術を継続的に導入しながらも，ラジオ真空管の技術導入を重点的に行っていた。表３をみる
と，BTHは技術開発では電気機械分野に重点を置いていたか，あるいは，ラジオ関連技術に
関する研究開発も行っていたが，電機ほどには成果が出なかったという状況が推測できる。
　このような特許の技術分類から見るBTHの技術導入と国内技術開発の関係をより具体的に
把握するために，いくつかの技術導入と開発の事例を見よう。
　第１は，RKスピーカー開発の事例である。アメリカ・スケネクタディにあるGE研究所のC. 
W. ライス（Chester W. Rice）とE. W. ケロッグ（Edward W. Kellogg）は，ムービング・コ
イル型スピーカーを開発した（Price-Hughes, 1946, 52）。この技術はGEからBTHに通知され
て特許出願され，ほぼ同時に1925年にコヴェントリー工場で生産が開始された｠５）。このスピー
５） 対応するイギリス特許の最初のものは第231,420号“Improvements in sound-reproducing apparatus”と，
同じタイトルの第231,421号である。前者は優先権（1924年３月27日，アメリカ）を主張し，1924年↗
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カーはラジオ受信機に組み込まれて1928年に発売され，その音質の良さで大成功を収めた。ま
たBTHはGEから技術を導入しただけではなく，自社内でも研究開発を進め，両大戦間期にス
ピーカー関連技術でいくつかのイギリス特許を出願・取得している｠６）。
　第２は，音声付映画機器（sound film apparatus）の事例である（Price-Hughes, 1946, 
131）。1928年10月，ロンドンにおいてイギリス初のトーキー映画が上映されたが，そこでは
GE研究所が開発したフォトフォーン（photophone）という装置が使用されていた。翌1929年，
BTHはG. S. C. ルーカス（G. S. C. Lucas）を責任者とするセクションをBTH研究所に設け，ト
ーキー装置の開発を開始した。
　いずれの事例においても，BTHは一方でアメリカから技術を導入するとともに，他方では
自社内でも研究開発活動を行い，技術交流が行われた。両大戦間期において，BTHでは技術
導入と技術開発の並行的な拡大がみられ，それは1924年のBTH研究所の設置とその活動によ
って促進された。
↘10月７日にイギリス特許局に出願されたもので，E. W. ケロッグの発明をBTHが出願したものであり，後
者は同じく優先権（1924年３月27日，アメリカ）を主張し，前者と同じ日にBTHが出願したものである。
これらの特許に対応するアメリカ特許は第1,631,646号（発明者はC. W. ライス）である。
６）1939年までにBTHの名義で出願・登録されたスピーカー関連技術特許（サブクラスH04Rに分類されるも
の）は，外国から導入されたものが38件，国内開発のものが53件であった。
 表３　BTH特許の技術分類（国内発明） （件，％）
国際特許分類（サブクラス）
1916
〜
1920
1921
〜
1925
1926
〜
1930
1931
〜
1935
1936
〜
1939
合計
(%)
H02K 発電機，電動機 30 46 30 51 34 191 10.8
H02P 電動機，発電機，回転変換機の制御または調整；変圧器，リアクトルまたはチョークコイルの制御 17 30 33 47 32 159 9.0
H01J 電子管または放電ランプ 1 1 24 67 52 145 8.2
H01H 電気的スイッチ；継電器；セレクタ；非常保護装置 11 33 28 25 23 120 6.8
H02H 非常保護回路装置 11 15 25 7 9 67 3.8
H01F 磁石；インダクタンス；変成器；それらの磁気特性による材料の選択 4 10 21 15 10 60 3.4
F02P 内燃機関の点火で圧縮点火以外のもの；圧縮点火機関の点火時期の試験 4 9 16 8 18 55 3.1
H04R スピーカ，マイクロホン，蓄音機ピックアップまたは類似の音響電気機械変換器；補聴器；パブリックアドレスシステム 28 13 7 5 53 3.0
H01R 導電接続；互いに絶縁された多数の電気接続要素の構造的な集合体；嵌合装置；集電装置 1 14 16 6 12 49 2.8
F21V 照明装置またはそのシステムの機能的特徴あるいは細部；他に分類されない，その他の物品と照明装置との構造的な組み合わせ 2 7 10 8 19 46 2.6
その他 45 132 184 201 190 752 42.6
不明 5 9 25 14 16 69 3.9
出所：EspacenetおよびBritish Patent Oﬃce, Index to Names of Applicants各年版より作成。
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Ⅲ．M-V（メトロポリタン＝ヴィッカーズ・エレクトリカル社）
１．外国技術の導入
　1899年に現地における電気機械製造を目的として設立された英ウェスチングハウスは，1917
年にイギリス資本（メトロポリタン社）に買収された（しかし会社の名称は変わらず英ウェス
チングハウスであった）。メトロポリタン社はその後ヴィッカーズ社に買収され，1919年９月
８日に英ウェスチングハウスはM-Vとなった（Dummelow, 1949, 73-74, 119）。M-Vは，英ウ
ェスチングハウスがトラフォード・パークに有していた工場と，ヴィッカーズ社がシェフィー
ルドに有していた電気機械・設備の工場を統合した（Dummelow, 1949, 84）。このような組織
再編の一方で，M-Vはウェスチングハウスからの技術移転を継続した。ウェスチングハウス
とM-Vとの間で1924年に締結された協定によれば，両社は「［特許の］ライセンス，データお
よび情報，そして技術援助」を相互に提供し合うことが規定された。他方で特許管理に関する
契約条項では，「［相手企業から］発明が通知された企業は…その技術に基づき獲得された特許
の利益を得る権利をもち，“特許テリトリー”において自らの費用で，自らの名義で特許を出
願する権利をもつ。そして，そのような特許およびその特許に基づく諸権利について，望まし
いならば誰とでも協定を結ぶ自由を持つ」と規定された｠７）。この規定によって，外国から通知
された発明は，イギリスにおいてM-Vの名義で特許出願された。
　ヴィッカーズ社が英ウェスチングハウスを買収した約10年後，M-Vをはじめイギリス電機
企業全体を巻き込んだ産業再編が起こる。1928年12月，BTH，エジソン・スワン・エレクト
リック社（Edison Swan Electric Co. Ltd.），エジソン・スワン・ケーブル社（Edison Swan 
Cables Ltd.），ファーガソン・ペイリン社（Ferguson Pailin Ltd.），M-V，メトロポリタン＝
ヴィッカーズ・エレクトリカル・エクスポート社（Metropolitan-Vickers Electrical Export 
Co. Ltd.），ホットポイント社（Hotpoint Electric Appliance Co. Ltd.），そしてハーコーツ社
（Harcourts Ltd.，M-Vの子会社）が合同し，AEIグループを設立することが合意されたので
ある（Price-Hughes, 1946, 57）。定款を確認すると，M-Vが存続会社となり社名をAEIに変更
し，傘下企業の株式を保有する持株会社となった。同時に，旧会社の名前を引き継いだ子会社
メトロポリタン＝ヴィッカーズ・エレクトリカル社（Metropolitan-Vickers Electrical 
Company Limited，以下，同様にM-Vとする）が設立され，旧M-Vの事業を継承した
（Dummelow, 1949, 119）。持株会社AEIの取締役会会長には，BTHのH. C. リーヴァイス（H. 
７）Main and supplemental agreement between Westinghouse Electric and Manufacturing Company, 
Westinghouse Electric International Company and Metropolitan-Vickers Electrical Company, Limited, 
Metropolitan-Vickers Electrical Export Company, Limited, eﬀective as of October 18, 1922. Article IX. 
Marconi Archives.
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C. Levis）が就任した。AEIの傘下にある子会社は独立した経営を維持しており，AEI 設立の
目的は「メンバー企業間の協力を密接」にすることであった。すなわち「業務と支出の不必要
な重複を排除し，研究，エンジニアリング開発，製造プロセス，資材の購入等といった多方面
で経済性をもたらす」ことであった（Price-Hughes, 1946, 57）。
　この産業再編の過程で，GEは子会社IGECを通してAEIの資本の40％を保有するようになっ
た（Jones and Marriott, 1972, 116-117）。過半数ではないにせよ，IGECがAEIの支配的な株式
を保有したことによって，ウェスチングハウスとM-Vとの間の技術交流は断絶することとな
った（Wilkins, 1974, 43）。AEI設立以降，ウェスチングハウスは，イギリス特許を自らの名義で，
独自に代理人を立てて出願・取得するようになった。他方で，M-VはGEから技術供与を受け
るようになった。同社は「もっとも重要な資産はGEとの間の特許権と製造情報の交換の取り
決めであった」と述べている（Jones and Marriott, 1972, 120）。
　1939年８月24日に署名されたIGECとAEIとの協定によれば，IGECの諸外国企業との一般的
な契約内容に基づき，IGECとAEI，BTH，M-V，エジソン・スワン社，そしてファーガソン・
ペイリン社との間で技術の交換と相互のテリトリーにおける特許管理が行われていた。関連す
る条項をみると，次のようになっていた。すなわち，「イギリス側諸会社は，排他的ライセン
スが与えられている特許について，いずれか１社かあるいは複数社の名義において，あるいは
１社か複数社の指名する者の名義において，特許を出願することを選択できる。…ゼネラル会
社［IGECのこと─引用者］は，そのような場合において，それぞれの［特許の］発明者あ
るいは発明者たちに対して，ゼネラル会社と発明者との間の契約によって実行できる限りにお
いて，必要なことあるいは望ましいことは何であっても行わせ（しかしいかなる場合でもイギ
リス側諸会社の費用によって），上述の１社あるいは複数社のイギリス側諸会社あるいはイギ
リス側諸会社が指名した者がそのような特許を取得し権利を行使できるようにすること」と規
定された｠８）。しかしながら，諸外国から通知された発明をイギリスにおいて特許出願を担当し
たのは，前出図２および表１にあるように，M-Vではなく，BTHであった。
　M-Vの特許は，1916年から1920年までは英ウェスチングハウスの名義で，1920年から1929
年まではM-Vの名義で，そして1928年からおよそ1936年まではAEIの名義で出願・登録され，
1935年以降は再びM-Vの名義で出願・登録 されるようになった。なお，1928年にAEIの名義
で特許出願されるようになったのは，登録を目指した手続きの過程で名義の変更を行ったから
である。
　次に，M-Vにおける技術導入と技術開発の特徴を，特許書誌情報から明らかにしよう。図
３は，同社の特許出願を，発明者の住所で区分し傾向を示したものである。1916年から1939年
８）Agreement between International General Electric Company Incorporated and Associated Electrical 
Industries Limited and others. Dates 24th August 1939. Article IV. Marconi Archives.
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まで，M-Vは2,181件のイギリス特許を出願しており，そのうち767件（35.2％）は外国におい
てなされた発明の通知を受け特許出願したもので，1,414件（64.8％）がイギリス国内において
なされた発明に基づくものであった。1920年代においては，増減はあるものの，外国発明によ
る特許の件数は傾向的に増加した。外国発明による特許の出願件数は，年平均でおよそ50件で
あり，この件数は，GEから積極的に技術導入を行っていたBTHの同様の件数と比較するとか
なり少ないものであった。M-Vの事例においては，上述のように，外国の関連企業からの技
術導入は1931年で終了した。
　表４は，M-Vが技術導入を行っていた国を示している。外国発明に基づいて出願・登録さ
れた特許763件のうち，760件（99.6％）は，その発明がアメリカでなされたものであった。つ
まり，1916年から1930年までの同社は，ほぼアメリカからのみ技術導入を行っており，これは
BTHがアメリカのみならずドイツなどより広い諸国から技術導入を行っていたこととは対照
的である。
　同社による導入技術の特徴を，国際特許分類（IPC）を用いてみていこう。1916年から1930
年までの期間に出願・登録された特許に付されたIPCでもっとも多かったのはクラスH01「基
本的電気素子」であり，763件のうち220件（28.8％）に上った。次いで多かったのはクラス
H02「電力の発電，変換，配電」で，167件（21.9％）であった。表５は，同期間における外国
発明による特許をIPCサブクラスで分類した場合の上位10分類を示したものである。もっとも
図３　M-Vの特許出願・登録
出所：図２と同じ。
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 表４　M-V特許の発明国分布 （件）
イギリス アメリカ イタリア フランス オランダ ドイツ 南アフリカ
1916 25 1
1917 19
1918 19 28
1919 32 13
1920 28 37 1
1921 49 61
1922 97 72
1923 65 67
1924 57 76
1925 49 35
1926 62 56
1927 79 41
1928 92 71
1929 80 74
1930 63 85 1
1931 80
1932 91
1933 96
1934 88
1935 54 1
1936 77 1 1
1937 68
1938 49
1939 39 1
合計 1,414 761 1 2 1 1 1
出所：EspacenetおよびBritish Patent Oﬃce, Index to Names of Applicants各年版より作成。
 表５　M-V特許の技術分類（外国発明） （件，％）
国際特許分類（サブクラス）
1916
〜
1920
1921
〜
1925
1926
〜
1930
合計
(%)
H01H 電気的スイッチ；継電器；セレクタ；非常保護装置 11 33 74 118 15.5
H02K 発電機，電動機 19 10 14 43 5.6
H02H 非常保護回路装置 8 20 15 43 5.6
F01D 非容積形機械または機関，例．蒸気タービン 1 29 9 39 5.1
H02P 電動機，発電機，回転変換機の制御または調整；変圧器，リアクトルまたはチョークコイルの制御 13 12 13 38 5.0
H01F 磁石；インダクタンス；変成器；それらの磁気特性による材料の選択 4 13 21 38 5.0
H02J 電力給電または電力配電のための回路装置または方式；電気エネルギーを蓄積するための方式 1 20 14 35 4.6
G01R 電気的変量の測定；磁気的変量の測定 3 10 16 29 3.8
H01J 電子管または放電ランプ 4 6 13 23 3.0
B60L 
電気的推進車両の推進装置；電気的推進車両の補助装置への電力供給；車両用電
気的制動方式一；車両用磁気的懸架または浮揚装置；電気的推進車両の変化の監
視操作；電気的推進車両のための電気安全装置
5 12 4 21 2.8
その他 48 134 128 310 40.6
不明 7 12 7 26 3.4
出所：EspacenetおよびBritish Patent Oﬃce, Index to Names of Applicants各年版より作成。
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多い分類は，サブクラスH01H「電気的スイッチ；継電器；セレクタ；非常保護装置」で，118
件（全体の15.5％）に上った。次いで多い分類はサブクラスH02H「非常保護回路装置」およ
びH02K「発電機，電動機」で，いずれも43件（同5.6％）であった。このようにIPCによって
特許の技術分類をみると，M-Vの技術導入の中心は，発電機やモーター，スイッチギアとい
った電気機械や設備に関する技術にあったといえる。M-Vは，電気機械設備の技術を導入し
ながらもラジオ真空管技術について積極的な技術導入を行っていたBTHとは，技術導入にお
いて異なる特徴をもっていたのである。
２．研究開発
　M-Vでは，第１次世界大戦以前から，A. P. M. フレミング（Arthur P. M. Fleming）やR. 
ジョンソン（R. Johnson）によって絶縁材料の研究が進められていた。組織的な研究開発活動
は，1917年10月に研究部門が設置されたことによって開始された。研究部門の責任者はフレミ
ングで，化学実験室と絶縁試験セクションから構成されていた。またこの研究部門には，小さ
な図書館も設置されていた（Dummelow, 1949, 58）。1919年になると研究開発組織が拡充され，
６月には化学実験室を吸収して化学セクションとし，主に素材の研究に従事した。同年にはさ
らに，機械，冶金，電気および磁気，高電圧の各セクションが研究部門の下で活動していた
（Dummelow, 1949, 97）。組織の拡充のみならず，研究設備の面でも改善が行われた。1920年
には図書館を具えた研究所管理棟の建物が完成し，翌1921年には新しい実験棟も完成した。
1924年には高電圧実験棟が建設され，1920年代半ばにおけるスタッフの数は130人にまで増加
した（Dummelow, 1949, 98）。
　1930年代になると，より多くの時間とエネルギーが基礎研究と応用研究の双方に注がれるよ
うになり，結晶学の研究や電子顕微鏡の研究が，従来からの素材研究に加えて行われるように
なった（Dummelow, 1949, 132-136, 139-141）。さらに，M-Vはラジオ真空管の研究も進めた。
イギリスにおけるラジオ放送の開始は1922年のことであったが，北部地域における最初のBBC
放送は，同社のトラフォード・パーク工場にある研究部門から放送されていた。この放送は翌
1923年には終了するが，その後もM-Vは英国郵政総局（UK General Post Office）から依頼され，
高出力の放送用真空管の研究開発を進めた（Dummelow, 1949, 136-139）。
　このような研究開発組織の展開を，M-Vが出願・登録した特許から見よう。図３は国内発
明による特許出願の傾向を示している。図によると，出願は研究開発活動を拡大させた1920年
代に拡大しており，1930年代においても年間70件程度の出願がなされていたことがわかる。同
社の場合，外国発明による特許出願・登録の件数と，国内発明による特許出願・登録の件数は，
ほぼ同じ規模であった。他方で，国内発明に基づく出願件数は，同期間年平均86件の出願・登
録のあったBTHよりも少なかった。
　IPCを用いてM-Vの特許を分析すると，1916年から1939年までの期間における同社の国内発
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明による出願のなかで，もっとも多かったのはクラスH01「基本的電気素子」に属するもので，
1,414件のうち348件（23.6％）を占めた。次いで多かったのはクラスH02「電力の発電，変換，
配電」で，323件（22.8％）に上った。IPCクラスで見た技術分野の分布は，1930年までの技術
導入分野（外国発明特許の技術分類）と同じであった。さらにIPCサブクラスで分類した場合
の上位10分類を示したものが表６である。同社の研究開発領域は幅広く分散していることがわ
かるが，なかでももっとも多かったのはサブクラスH01H 「電気的スイッチ；継電器；セレクタ；
非常保護装置」で，149件，国内発明に基づく出願の10.5％を占めた。次いで多かったのはサ
ブクラスH02K「発電機，電動機」で114件（8.1％），３番目に多かったのはサブクラスH01J「電
子管または放電ランプ」で101件（7.1％）であった。上記のように，M-Vは電気機械や設備の
分野を中心に外国技術を導入していたが，この表からは，同社はラジオ真空管技術にも相対的
に力を入れて研究開発活動を行っていたことがわかる。IPCで見たときのM-Vの研究開発の特
徴は，社史にあるラジオ真空管開発活動とも整合的である。
 表６　M-V特許の技術分類（国内発明） （件，％）
国際特許分類（サブクラス）
1916
〜
1920
1921
〜
1925
1926
〜
1930
1931
〜
1935
1936
〜
1939
合計
(%)
H01H 電気的スイッチ；継電器；セレクタ；非常保護装置 8 38 25 48 30 149 10.5
H02K 発電機，電動機 11 31 25 26 21 114 8.1
H01J 電子管または放電ランプ 7 51 25 18 101 7.1
B60L 
電気的推進車両の推進装置；電気的推進車両の補助装置への電
力供給；車両用電気的制動方式一；車両用磁気的懸架または浮
揚装置；電気的推進車両の変化の監視操作；電気的推進車両の
ための電気安全装置
1 18 19 25 16 79 5.6
H02P 
電動機，発電機，回転変換機の制御または調整；変圧器，リア
クトルまたはチョークコイルの制御
3 10 13 33 14 73 5.2
F01D 非容積形機械または機関，例．蒸気タービン 10 31 10 3 1 55 3.9
H02H 非常保護回路装置 1 17 17 11 7 53 3.7
H02B 電力の供給または配電のための盤，変電所，または開閉装置 5 10 17 11 4 47 3.3
B23K 
ハンダ付またはハンダ離脱；溶接；ハンダ付または溶接による
クラッドまたは被せ金；局部加熱による切断
5 20 18 43 3.0
H05B 電気加熱；他に分類されない電気照明 9 21 8 3 41 2.9
その他 38 142 167 194 100 641 45.3
不明 2 4 6 5 1 18 1.3
出所：EspacenetおよびBritish Patent Oﬃce, Index to Names of Applicants各年版より作成。
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Ⅳ．AEIの設立と特許管理の再編
　外国で発明された技術を安全かつ効果的に導入するために，企業は適切な特許管理を行う必
要がある。BTH，M-V，AEIはともにGEとその関連企業が発明した技術を導入し，自らの名
義で（そして自らの費用で）イギリスにおいて特許出願し権利化していたことは，すでに述べ
た通りである。イギリスの電機企業は技術と特許を管理し，それを利用することによって事業
を進めた。
　BTHの特許部門は1898年に設立された。1902年にジョン・グレイ（John Gray）が責任者と
なり，GEやGEの関連会社のエンジニアが発明した特許をイギリスで特許出願し，管理してい
た。それだけではなく，特許部門は自社の研究開発部門や工場でなされた発明をも出願し，管
理していた（西村，2016）。他方で，ウェスチングハウスは1900年にロンドンにウェスチング
ハウス・パテント・ビューロを設立し，ヨーロッパ諸国の特許を管理していた。パテント・ビ
ューロは，R. ベルフィールド（Reginald Belfield），のちには勅許弁理士のA. S. カシュマイユ（A. 
S. Cachemaille）が責任者となり，ヨーロッパにおける「特許権と技術情報の手形交換所とし
て」｠９）の役割を果していた（西村，2011）。しかし，パテント・ビューロの役割はウェスチン
グハウスがヨーロッパ事業から撤退することで縮小していった。パテント・ビューロはそもそ
も特許保有会社であったイギリスのウェスチングハウス・エレクトリック社に属していたが，
1917年になると英ウェスチングハウスに吸収された｠10）。1917年にメトロポリタン社に買収され
て以降も，そして1919年にヴィッカーズ社に買収されてM-Vと名称を変更して以降も，カシ
ュマイユが責任者を務めるパテント・ビューロは，外国および国内で発明された技術を特許出
願し，管理し続けた。
　1930年に，AEIの設立に伴い，BTHの特許部門とM-Vの特許部門（パテント・ビューロ）
は再編された。同年３月13日の取締役会において，「AEIの特許業務を一つの部門に統合し，
現在BTHの特許代理人であるジョン・グレイ氏を部長とし，メトロポリタン＝ヴィッカーズ
社の特許代理人であるA. S. カシュマイユ氏を副部長とすること」を決定した｠11）。ここに，
BTH，M-V，そしてAEI傘下の他の会社の特許管理は，単一の特許管理の下で行われるよう
になったのである。グレイが1935年に死没して以降は，カシュマイユが部長を引き継ぎ，特許
９）M. M. Farnsworth, “The Union Switch and Signal Company: A review of its predecessors, formation, 
developments, growth, activities, acquisitions and aﬃliates” （4 June 1948） 252, George Westinghouse 
Museum Research Collection, Box 15 FF2.
10）British Westinghouse Electric and Manufacturing Co. Ltd. Minutes of the Directors Meeting, 23 March 
1917, MS. Marconi 2791.
11）Associated Electrical Industries Limited. Minutes of the Directors Meeting, 30 March 1930, MS. 
Marconi 2962.
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管理の責任者となった。グループ単一の特許部門オフィスがロンドン中心部のクラウン・ハウ
ス（AEI本社）に置かれ，とくにBTHの特許については（前述のように，GEおよびGE関連会
社から通知される特許はBTHの名義で出願された），いずれもグレイの助手であったC. H. バ
ージェス（C. H. Burgess）とG. C. マクドナルド（G. C. Macdonald）が管理者に任命された
（Price-Hughes, 1946, 82）。
　特許管理の統合は，AEIの組織に対応したものであった。1930年にBTHのラグビー工場に
情報交換を担う部署（interchange authority）が設立されたが，その部署は「AEIのグループ
企業とスケネクタディのGEを含む外国の関連企業との間の技術情報の交換を調整するための
媒介」を果すものであり，「ラグビー第１設計室の設計エンジニアC. A. マーティン（C. A. 
Martin）がその役に任命された」（Price-Hughes, 1946, 64）。AEIはBTH，M-V，エジソン・
スワン社など多くの会社を傘下に持っており，グループの統一的な戦略の下に事業を行うため，
情報交換および共有の仕組みが作られ，特許管理についても一つの部門によって単一の方針の
もとに行われる体制が作られたのである。
Ⅴ．まとめ
　本稿は，両大戦間期イギリス電機産業における技術導入と技術開発について，国際特許管理
の視点から検討してきた。イギリス電機産業は，諸外国の関連企業による特許管理によって構
成される技術のグローバル・ネットワークを通して諸外国から技術を導入し，また同時に国内
でも技術開発を行い，成長・発展した。具体的に明らかになったことは，次の３点である。
　第１に，両大戦間期において，アメリカや他の諸国からイギリスへの技術移転が継続・拡大
したことである。第２に，同じ電機産業であっても，技術導入先に変化があったことである。
BTHは，GEと世界中にあるGEの関連会社から継続的に技術を導入しており，さらにアメリカ
からだけではなく，ドイツからの技術移転も相当の規模に上っていたことが特徴的であった。
他方で，M-Vは主としてアメリカ（ウェスチングハウス）から技術を導入していたが，AEI
の設立に際してウェスチングハウスとの契約が終了し，技術導入も断絶した。BTH，M-Vや
他の主要電機企業を傘下に持つAEIは，1930年代にGEとその関連会社から継続的に技術を導
入したが，それらの特許のほとんどは，BTHの名義で出願された。第３に，BTHとM-Vは，
外国からの技術導入と並行して，それぞれ自社の研究開発部門を組織し，イギリス国内におけ
る研究開発活動を拡大させ，結果として国内発明による特許出願・登録を拡大させた。ただし
企業によって研究開発の力点に違いがあり，BTHが電気機械や設備に加えラジオ真空管技術
の導入と開発に力を入れていたのに対し，M-Vは電気機械の技術導入と開発により重点を置
いた。
　特許管理は，国際的な技術移転や国内における発明，データの移転において重要な役割を果
41国際技術移転とイギリス電機産業の展開（西村）
す。BTHのグレイとM-Vのカシュマイユは，長期間にわたりそれぞれの企業で特許部門の責
任者を務め，特許管理を行っていた。しかし1930年になると，AEIの設立に際して特許部門は
統合され，一つの特許部門となった。AEIの特許部門は，最初はグレイが，1935年にグレイが
死没してからはカシュマイユが責任者となり，グローバルな技術移転と技術開発を管理した。
統合された特許部門は，AEI組織のなかでも極めて重要な部署であった。
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